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It is a case study research that Kumagaya (in Saitama prefecture) Local Meteorological Observatory practiced 
disaster management education to raise "zest to live" of children for in cooperation with the Board of Education and 
local schools. It developed a learning program about response behavior and evacuation drill after/during earthquake 
using Earthquake Early Warning System. In cooperation with the Board of Education, all public schools in Saitama  
(approximately 1,500) carried out the training and the education originally. The notable point of the program is that a 
teacher can add an inventive idea (originality and ingenuity) to the program because the flexibility of the design of 
the program is high. So he/she can make a program with form most suitable for the children of the school. 
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１．はじめに  
 

(1) 東日本大震災以降の「防災教育」の現状 

防災教育とは，災害を発生させないために未然防止・抑

止に向けて取り組んだり，発災時には迅速・的確な対応に

よって被害を最小限にしたりすることを目的とした教育

のことである． 

防災教育という文言自体は，小中高等学校学習指導要領

には明記されず，小学校第 5 学年の社会や中学校地理的分

野に「防災」という単語が散見される程度であり，各学校

の判断によって総合的な学習の時間や特別活動等で安全

教育の一環として取り上げられているのが現状である． 

東日本大震災では，東北地方を中心に学校施設が地震・

津波の被害を受けたばかりでなく，児童生徒や教職員にも

多くの犠牲者が発生したことから，自らの命を守るための

「防災教育」の必要性がより一層認識されるようになって

きた． 

しかし「何をどう教えたら良いかわからない」「正課で

ないものを取り上げることはない」「総合的学習の時間の

指導要領にも記載されていない」「地学専攻の先生しか教

えられない」といったことから，今でも学校現場では防災

教育の積極的な導入に戸惑いが見られる傾向にある． 

教員側からすれば，教職課程の必要単位の中に防災教育

があるわけではなく，また一般的な知識として地震対策・

地震直後の対応は知っているものの，そこからの学習展開

が考えにくい．学校側も，何を契機として防災教育を推し

進めていけばよいのか手探りであるのが現状である． 

 

(2) 防災教育・防災訓練の先行事例を知る 

 防災教育・防災訓練の第一歩を踏み出したり，効果的な

教育・訓練を行うためには「先進的な事例を学び活用する」

ことが必要である．事例は決して多くないものの，全国の

学校では先進的な取組みがなされており，それらを知り，

自分の学校の事情を踏まえて多少のアレンジをすること

で，授業で，部活動で，訓練で，地域とのつながりの中で，

防災教育を実践することができる． 

 これまでにもさまざまな防災教育研究・実践が行われて

きた．例えば近年の主要なものを挙げると，西羅他(2011) 

1)・藤岡他（2011）2)・大木（2010）3)・木村他（2009）4)

などの学校の防災教育教材・プログラムの開発を含めた教

育実践・研究，指田他（2012）5)・福和（2010）6)・吉川

（2010）7)など地域住民も児童生徒も利用できる防災意識

啓発のための仕組み・教材に関する研究，矢守（2010）8)

や諏訪（2010）9)など種々の災害情報を防災教育でどう扱

うかに関する提案などがある． 

兵庫県立舞子高等学校では，全国で初めて環境防災科を

設置し，消防学校での訓練体験や被災地でのフィールドワ

ーク，小学生への出前授業，課題解決型学習，外部講師に

よる授業，地域自主防災組織との合同訓練など，さまざま
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な工夫が凝らされていることがわかる． 

また内閣府をはじめ，文部科学省・消防庁・国立教育政

策研究所等の協力のもとに，防災教育の専門家有志によっ

て 2004 年から行われている「防災教育チャレンジプラン」

のホームページ 10)では，単元構成図・指導案や防災訓練

のプログラムといった優秀な先例について閲覧・資料のダ

ウンロードをすることができる． 

このように，これまでにも様々な防災教育に関する実

践・研究が行われてきたが，消防法に基づいてすべての学

校が必ず行う避難訓練を，防災教育に転用・活用するため

の研究はほとんどなく，また東日本大震災以降，形骸化し

た避難訓練・防災訓練の見直しの必要性に迫られる学校に

とって，緊急地震速報や改善後の津波警報なども踏まえた，

新しい防災教育・防災訓練を実践するために参考となる事

例が必要になっているのが現状である． 

本研究では，このような問題背景をもとに，緊急地震速

報を利用した避難訓練を防災教育に活用することで，子ど

もたちの命を守る適切な対応行動能力を向上させるため

の教育プログラムを提案した． 

 

(3) 緊急地震速報を用いた防災教育・防災訓練の必要性 

 様々な防災教育・防災訓練の中でも，新しい試みとして

注目を集めているものの 1 つに「緊急地震速報後の自主的

かつ適切な行動」についての教育・訓練がある． 

緊急地震速報とは，地震の発生直後に，震源に近い地震

計でとらえた観測データを解析して震源や地震の規模（マ

グニチュード）を直ちに推定し，これに基づいて各地の主

要動の到達時刻や震度を予測し，可能な限り素早く知らせ

る地震動の予報・警報である．子ども向けに簡単に言うと

「地震による強い揺れがくる前に『気をつけてくださ

い！』と知らせてくれるチャイム」である．テレビやラジ

オから「テｨロン・テｨロン」という音とともに「緊急地震

速報です．強い揺れに警戒して下さい」という報道を，東

日本大震災以降，多くの方々が見聞きしたであろう．この

緊急地震速報は秒単位を争う情報伝達であり，発表してか

ら強い揺れが到達するまでの時間は数秒から数十秒しか

ない． 

このため，緊急地震速報を見聞きした際の対応行動には

迅速性が求められることから，条件反射的に対応できる行

動を身に付けておくことが，自らの命を守るための安全の

確保に効果を発揮する．また，仮に緊急地震速報が揺れに

間に合わなかった場合でも，緊急地震速報を見聞きした際

の対応行動と地震発生時の対応行動は全く同じであるた

め，緊急地震速報を受けた対応行動を体にしっかり刷り込

ませておけば，地震発生時にも的確な初動対応がとれ，そ

の後の冷静沈着な避難行動にもつながり効果が大きい． 

このように，緊急地震速報後の自主的かつ適切な行動を

身に付けさせるための防災教育・防災訓練を「緊急地震速

報を利用した避難訓練」と呼ぶ．緊急地震速報を利用した

避難訓練は，大木・矢崎 11)が東京都板橋区の学校現場で

実践し，研究事例として紹介している． 

決められた時間に訓練開始のサイレンが流れ，「机の下

に潜りなさい」という教員の指示によって行動する従来型

の訓練とは異なり，緊急地震速報のチャイム音を訓練開始

の合図に，チャイム音を聞いた児童生徒は自らの判断で

「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」安

全な場所へ移動し身を守る対応行動を身に付けさせる訓

練である． 

この研究事例では，訓練による成果が確認できたと論じ

ており，本稿で紹介する地方気象台が推進する訓練方法の

参考事例になっている．しかし，この研究では地震・教育

の専門家が理科授業などを基本として授業をすることを

前提としているため，すべての学校のすべての学年で実施

することは物理的に難しく，小中高校などの教員にとって

は児童生徒との教授学習過程ではなく理科教員や専門家

に頼る授業になりがちである． 

そこで本研究は，消防法に基づく避難訓練を行う際に，

すべての学校・すべての学年で担当教員自身が「緊急地震

速報の理解および適切な対応」に関する授業を，児童生徒

との日常の教授学習過程の中で可能にするような指導

案・ワークシート・プログラムの開発を行ったところに独

自性がある． 

東日本大震災以降，文部科学省は「東日本大震災を受け

た防災教育・防災管理等に関する有識者会議」を設置し，

東日本大震災の教訓を踏まえた防災教育・防災管理等の展

開について最終報告 12)をまとめた．この報告の中では，

災害発生時に，自ら危険を予測し，回避するための「主体

的に行動する態度」を身に付けるための防災教育・防災訓

練として，緊急地震速報を活用した避難訓練などを推奨し

ている． 

さらに，中央教育審議会が答申し閣議決定した「学校安

全の推進に関する計画」13)においても，「避難訓練の在り

方」として，緊急地震速報を活用した避難訓練など，従来

の避難訓練に加え，創意工夫した防災教育・防災訓練の実

施を推奨している． 

2012 年度の文部科学省予算においては，初等中等教育

の充実として「実践的防災教育総合支援事業」14)を立ち上

げた．「東日本大震災の教訓を踏まえた新たな防災教育の

指導方法や教育手法の開発・普及を行うとともに，緊急地

震速報等の防災科学技術を活用した避難訓練等の先進

的・実践的な防災教育を行う学校における取組への支援等

を実施する」としており，新しい防災教育・防災訓練のあ

り方が求められている． 

文部科学省(2013)が学校防災のための指針として各学

校に示した『「生きる力」を育む防災教育の展開』15)によ

ると，防災教育で目指している「災害に適切に対応する能

力の基礎を培う」ということは，「『生きる力』を育む」

ことと密接に関連していると述べている．さらに災害時に

自らの命を守るためには「生きる力」を育む資質や能力を

身に付けさせる安全教育が必要である．学校における防災

教育は災害安全に関する教育と同義であり，減災について

の教育の意味も含まれ，安全教育の一環として行われるも

のであると位置づけている（8頁）． 

東日本大震災を契機に，「主体的に行動する態度」を身

に付けさせる教育・訓練として「緊急地震速報を用いた防

災教育・防災訓練」が極めて重要視されており，形骸化し

た避難訓練の見直しが学校現場に求められている． 

 

(4) 本研究の目的 

 本研究は，前述の文部科学省の問題意識を出発点として，

熊谷地方気象台が埼玉県教育委員会や埼玉県内の現場教

員と連携して「生きる力」を高めるための防災教育の実践

と効果的な連携のあり方について論じた事例研究である． 

具体的には，緊急地震速報を利用した避難訓練を県内の

全公立学校（約 1,500 校）へ普及させるための地方気象台

と教育委員会との連携のあり方を整理するとともに，専門

家の手を借りなくても学校が自校の特徴にあわせながら

独自に訓練・教育を実施するために必要な「緊急地震速報

訓練用指導プログラム」を開発した． 

本研究のプログラムを実施することで，緊急地震速報の
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チャイム音を訓練開始の合図に，チャイム音を聞いた児童

生徒は，自らの思考力と判断力を活用し「落ちてこない」

「倒れてこない」「移動してこない」安全な場所へ移動し

身を守る対応を身に付けることができる． 

また訓練についても，消防法によって年間計画で実施す

る地震対応行動と避難行動の全過程を行う避難訓練と，朝

の会や休み時間，掃除の時間など様々な場面を想定し，対

応行動のみを短時間で行うショート訓練の 2 種類を提案

した．訓練の前後に行う事前学習・事後学習では，児童生

徒が自らの思考力と判断力を活用しながら主体的に行動

することができる学習目標を設定したうえで，学校の特徴

にあわせて現場教員の創意工夫が生かされる指導ができ

るよう，自由度の高いプログラム設計としており，埼玉県

内の全公立小中学校や特別支援学校等において適用可能

である点が本研究の特長である． 

 

 

２．熊谷地方気象台と教育委員会・教育現場との連

携のあり方 

 
(1) 熊谷地方気象台の独自の取り組み 

全国の地方気象台は，2010 年度の気象庁方針により，

緊急地震速報を利用した避難訓練を学校へ普及させる取

組を開始することになった． 

この際，熊谷地方気象台は，従来のように，気象台側が

独自に作成した緊急地震速報を利用した避難訓練を実施

するために必要な資料を一方的に学校現場へ送付し，緊急

地震速報の利用促進を図るやり方では県内の学校全体に

普及が広がらないと考えた． 

その理由としては，各学校には防災を専門にする教員が

少なく，緊急地震速報の仕組みや伝達方法等の認知度がま

だ低い状態であるため，資料の内容を理解し十分に活用

（指導）することができない．また，地方気象台の限られ

たリソース（人員・予算）だけでは全県を対象とした個別

対応には限界がある．などがあげられる． 

この状況を打開するため，熊谷地方気象台は，まず新し

い防災教育の取組「緊急地震速報を利用した避難訓練」の

重要性について埼玉県教育委員会に理解を求め，気象台・

教育委員会・学校現場が連携した新しい防災教育のモデル

事業を提案し実践した．具体的には，一部地域の学校で「緊

急地震速報を利用した避難訓練」を実践し，その成果を気

象台や教育委員会がいろいろな場面で広報し，それらの働

きにより，自発的に取り組む学校を増やし，さらに気象台

や教育委員会が様々な支援を行いながら，最終的に全県の

学校に広めていくというボトムアップ型の普及啓発のあ

り方である． 

 

(2)取組成果の一事例 

東日本大震災発生前の 2011 年 2 月 17 日，熊谷地方気象

台と埼玉県教育委員会が連携して進める緊急地震速報を

利用した初の防災教育・訓練が，モデル校である埼玉県熊

谷市立妻沼小学校で行われた．熊谷地方気象台による児童

への事前指導（出前授業），緊急地震速報を従来の訓練に

盛り込むための学校への指導・助言等の支援を継続的に実

施し，教員の防災意識の高揚と指導力の向上を図っている． 

めずらしい取組みということで，訓練の模様は，NHK の

全国ニュースで取り上げられたほか，新聞各社でも取り上

げられた（図 1）． 

この教育・訓練の成果は，2011 年 3 月 11 日の東北地方

太平洋沖地震（東日本大震災）で大きな成果をあげた．3

月 11 日の地震発生当時，多くの学校では児童生徒がパニ

ックを起こすなどの混乱が生じていたが，埼玉県熊谷市立

妻沼小学校では，泣き叫んだりする児童は一人もなくスム

ーズに避難が完了したという．埼玉県教育委員会は緊急地

震速報を利用した避難訓練を高く評価し，緊急地震速報を

利用した避難訓練を埼玉県教育施策として推奨する（2011

年 5 月 17 日の埼玉県報道発表）ことになった． 

具体的な取組として，熊谷地方気象台と熊谷市教育委員

会が連携し，熊谷市内の小・中学校で緊急地震速報を利用

した避難訓練を実践し，その成果を県内の公立学校へ還元

するモデル事業 16)である．熊谷地方気象台は，児童生徒

への事前指導（出前授業）や訓練の支援を重ね，教育手法

や訓練方法のノウハウを蓄積した．2012 年度，前年度の

モデル事業の成果を踏まえ，埼玉県教育委員会は避難訓練

の見直しを教育行政重点施策 17)に盛り込んだ． 

熊谷地方気象台が特に重点を置いた取組みとしては，県

や市町村教育委員会等が主催する会議・研修等を活用し，

緊急地震速報を利用した避難訓練を導入するために必要

な基礎的な知識，教育手法，訓練方法等のノウハウを現場

教員へ伝授したことである．また，自発的に行動できない

児童生徒を抱える県立特別支援学校の教員への知識の普

及も重点的な支援項目としている． 

2011 年度からの働きかけもあるが，2012 年度末までに，

埼玉県内の全公立学校（約 1,500 校）において緊急地震速

報を利用した避難訓練が実施される成果が得られた． 

 

（3）気象庁と地方気象台 

東日本大震災以降，「防災教育や住民への安全知識の普

及啓発に対する意識の高まりが全国的に見られている」こ

とについては，中央教育審議会でも指摘されている． 

こういった動きを受け，気象庁では全庁挙げて防災教

育・安全知識の普及啓発の取組を強化しており，全国の気

象台では教育機関や防災関係機関等との連携を深めなが

ら，住民が自らの判断で状況に応じた的確な行動をとるこ

とのできるような風土・文化の醸成を目指し，様々な取組

を推進している．しかしながら，防災教育の取組について

は，地域によって温度差などがあるほか，気象台側が教育

現場の事情を十分に理解できないこともあって，なかなか

思うように取組が進まないことがある． 

2012 年度，気象庁は全国で創意工夫した取組を推進す

る気象台を本庁に集め，外部有識者を交えた会合を行った．

熊谷地方気象台の取組は，気象庁の全庁的な取組の中でも

特徴的な取組として，他の気象台の模範となるべき取組事

例として高い評価を受けている．会合に出席した外部有識

者の一人である中川(2013) 18)は，消防・防災関係者のた

めの最新情報紙でミーティングの概要を紹介しており，熊

谷地方気象台が推進している取組が全国に展開していく

よう気象庁への期待も述べられている． 

 

図1 熊谷市立妻沼小学校の避難訓練 
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（4）連携のあり方 

防災教育をより一層充実させるためには，地域防災の

重要な一翼を担う地方気象台と，児童生徒を教育すること

を本職としている現場教員がそれぞれの特長を活かした

有機的な連携のもと取組を進めていくことも重要である． 

防災に関する知識やスキルを獲得できるように最大限

のサポートをする立場として，「防災の担い手」となる教

員の育成も視野に，熊谷地方気象台は教員研修等，埼玉県

教育委員会との連携のみに特化せず，市町村教育委員会や

教育現場などの横の連携のあり方にも注目したことが特

徴的である． 

 

 

３．緊急地震速報訓練用指導プログラムの開発 
 

(1) プログラムの概要 

 熊谷地方気象台の試みで特筆すべきは，避難訓練を見直

すために必要な学校への指導・助言，児童生徒への出前授

業や教員への研修だけに留まらず「個別にモデル校を支援

するだけでは県内全ての学校を網羅することはできず，教

員と児童生徒間の教授・学習過程にもつながらない」とし

て，各学校で教員が自ら防災教育・防災訓練を行うことが

できる「緊急地震速報訓練用指導プログラム」を教育委員

会や現場教員と連携して整備したことである． 

本プログラムは，ステップ 1・事前学習「緊急地震速報

を聞いた時の正しい行動を学ぼう」，ステップ 2・実践訓

練「緊急地震速報による対応・避難訓練」，ステップ 3・

事後学習「緊急地震速報を聞いた時の行動を振り返ろう」

の 3ステップの単元構成としている（図 2）． 

ステップ 1は，緊急地震速報についての基礎的な知識を

学び，学校内の各場所に応じて，地震による物の動き方を

知り，緊急地震速報を聞いたときの対応の仕方，安全な場

所への移動のルールを学ぶことを学習目標に設定してい

る．総合学習の時間など，1 時限を使った授業で使用する

指導案（45 分バージョン）とワークシート，避難訓練前

に短時間で指導するために使用する指導案（20 分バージ

ョン）とワークシートを作成した（図 3，図 4）． 

ワークシートは，学校内の様々な場面を想定した対応行

動の仕方について，児童生徒が自分の考えを記入する形式

とした．クラスで発表しながら正しい対応行動を学び，学

校内の危険箇所を意識させる．また「上からものが落ちて

くる，横からものが倒れてくる，物が動いてくる」という

場面を想定した身の守り方を確認することで，学校管理下

外の児童生徒の安全確保に必要な対応行動の指導に発展 

できる． 

ステップ１ ・・・事前学習

ステップ２ ・・・実践訓練

１ 緊急地震速報についての基礎的な知識を知る
２ 地震による物の動き方を知り、緊急地震速報を聞いたときの対応の仕方を考える
３ 安全な場所への移動のルールを学ぶ

緊急地震速報の事前学習を生かし、緊急地震速報を聞いた時に自分の判断で
自分の身を守る対応行動・避難行動を習得させる

学習目標

緊急地震速報を聞いた時の「正しい行動」を学ぼうタイトル

緊急地震速報による対応・避難訓練

学習目標

タイトル

学習目標

タイトル

指導案 ステップ１ 事前学習 指導案（45分）・・・１時限を使って指導をする場合
ステップ１ 事前学習 指導案（20分）・・・ ショート訓練などと組み合わせる場合

計画案 ステップ２ 実践訓練プログラム（30分）・・・ 対応・避難行動の全過程を行う場合
ステップ２ 実践訓練プログラム（５分） ・・・ 対応行動のみの場合（ショート訓練）

指導案 ステップ３ 事後学習 指導案（20分）

１ 実践訓練での自分の対応を振り返る
２ 緊急地震速報を聞いた時の適切な行動を確認する
３ 地震時に身を守ることの必要性を学ぶ

緊急地震速報を聞いた時の行動を振り返ろう

ステップ３ ・・・事後学習

図2 プログラムの単元構成 

図3 事前学習・指導案 
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ステップ 2は，緊急地震速報の事前学習を生かし，緊急

地震速報を聞いた時に自分の判断で自分の身を守る対応

行動・避難行動を習得させることを学習目標に設定してい

る．対応行動と避難行動の全過程を行う実践訓練プログラ

ム（30 分バージョン），朝の会や休み時間，掃除の時間

など様々な場面を想定し，対応行動のみを行うショート訓

練用の実践訓練プログラム（5分バージョン）を作成した．

いずれのプログラムも緊急地震速報のチャイム音を訓練

開始の合図としている（図 5）． 

ショート訓練は，授業時間の大幅な調整も必要なく，短

時間かつ簡単に実施することが可能であり，訓練の積み重

ねによって対応行動の定着と地震から身を守るための意

識を継続させる効果が期待できる．また，抜き打ち訓練で

の活用も効果的である（図 6）． 

ステップ 3は，実践訓練での自分の対応を振り返り，緊

急地震速報を聞いた場合の適切な行動を確認し，地震時に

身を守ることの必要性を学ぶことを学習目標に設定して

いる．避難訓練後や帰りの会などで使用する指導案（20

分バージョン）とワークシートを作成した（図 7）． 

特に，ワークシートの 4つの質問（対応行動の自己評価）

は，緊急地震速報を利用した避難訓練をとおして，子ども

たち一人一人に，主体的な行動が身についてきたのかを教

員が把握することができ，改善ポイントを踏まえた効果的

な指導ができるように工夫している（図 8）． 

 

図4 ワークシート教員用(回答例記入) 

地震から自分の身を守ろう！

年 組 名前（ ）

じ しん じ ぶん み まも

教室
きょうしつ

廊下

ろうか

階段

かいだん

トイレ

ステップ1 事前学習 指導案（45分）用

熊谷地方気象台 Ver.4

ねん くみ なまえ

窓ガラスから離れる。頭を守ってしゃがむ。

手すりにつかまる。頭を守ってしゃがむ。

ドアを開ける。頭を守ってしゃがむ。

机の下にもぐる。机が動かないように机の足をしっかりにぎる。
※机が移動しないような行動を併せてとることを教える。
※自分の机ではなく、近くの机の下にもぐる。机がない場合は頭を守ることを教える。
※強い揺れにより、キャスターが付いている重たいものが動くことを教える。

※強い揺れでは、近くの教室へ移動することができないことを教える。

※強い揺れでは、踊り場や近くの教室へ移動することができないことを教える。

※強い揺れで、ドアが開かなくなって閉じ込められることを教える。

校庭
こうてい ものが倒れてこないところ（校庭の中央など）に逃げる。

校舎や遊具から離れ、頭を守ってしゃがむ。

※強い揺れでは、校庭の中央まで移動できないことを教える。

と しょしつ

図書室
本棚から離れる。頭を守ってしゃがむ。

※強い揺れにより、キャスターが付いている重たいものが動くことを教える。

１. どうすれば自分の身を守ることができますか。考えてみましょう。
じぶん み まも かんが

２. 自分の身を守るためには、どのようなことに注意すればよいですか。

上からものが「落ちてこない」場所へ移動する。

横からものが「倒れてこない」場所へ移動する。

横からものが「移動してこない」場所へ移動する。

じぶん み まも ちゅうい

図6 ショート訓練の実践 

図5 実践訓練プログラム（30分バージョン）

図7 事後学習・指導案（20分バージョン） 
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 (2) 自由度の高いプログラムの設計 

 緊急地震速報訓練用指導プログラムの開発にあたって

は，学校が独自の方法で緊急地震速報を利用した避難訓練

を実践している学校から，実際に教員が使用している指導

資料や訓練計画などの資料を入手し，教員の疑問や指導上

の課題，プログラムへの要望事項を整理し，自由度の高い

プログラム設計を目指した．プログラム開発の経過におい

ては，実際に児童生徒を指導する現場教員の意見・要望を

聴取しながら適宜改善を図った． 

これまで存在していなかった緊急地震速報訓練用指導

プログラムが標準化されることによって，指導歴に関係 

なく，どの教員でも自信を持って指導ができる．また，ど

の教員が教えても児童生徒が理解できるような指導内容

になるよう，教員で改善策を話し合いながら考えるプログ

ラムが必要である．など，現場教員の想いを指導案に盛り

込み，教員が自発的に創意工夫した指導ができるような仕

組みを備えている（図 9）． 

また，プログラムは教員が自由にファイルを修正するこ

とが可能な形式で作成し，誰でも入手できるよう熊谷地方

気象台のホームページで提供する環境を整えた． 

 

４．プログラムの実践を通した教育効果測定 
 

本論文で開発したプログラムを評価するために，プログ

ラムの事後学習においてワークシートを学習者に配布し，

「訓練をとおした自分自身の行動の自己評価」を学習者自

身に回答してもらった．これは，教授学習の研究者である

ロバート M. ガニェが「プログラムの評価は，あくまでも

学習者のパフォーマンスの評価で表現する」と定義してい

ることに基づくものである 19)．ワークシートでは，1「緊

急地震速報のチャイム音や放送を，だまって静かに聞くこ

とができましたか」，2「緊急地震速報を聞いた時，何を

したらよいか自分で考えることができましたか」，3「安

全に自分の身を守る行動が，すばやくできましたか」，4

「安全な場所に移動するとき，『おかしもち』のルールが

守れましたか」の 4問について，「とてもよくできた，で

きた，あまりよくできなかった，できなかった」の 4 段階

で定量的に評価してもらった（図 10）． 

教育効果測定については，本プログラムを採用・実施し

た埼玉県内の小学校のうち 5校に協力してもらい児童（計

1,866 名）に回答を求めた．なお，本プログラムを開発す

る際に「小学生に理解できるもの」として対象者を小学生

としたため，教育効果測定の対象を小学校のみとした． 

図 11 が児童による自己評価 4項目である．1「緊急地震

速報のチャイム音や放送をだまって静かに聞くことがで

きましたか」については，とてもよくできた（61.6%），

できた（30.4%）をあわせると 90%以上の児童が「チャイ

ム音や放送を静かに聞くことができた」と回答していた．

2「緊急地震速報を聞いた時，何をしたらよいか自分で考

えることができましたか」については，とてもよくできた

（65.7%），できた（30.0%）をあわせると 95%以上の児童

が「緊急地震速報を聞いた時，何をしたらよいか自分で考

えることができた」と回答していた．3「安全に自分の身

を守る行動が，すばやくできましたか」については，とて

図8 避難訓練と事後学習 

図9 学校での実践 

52.2

76.9

65.7

61.6

35.9

20.3

30.0

30.4

9.7

2.3

3.4

5.6

2.2

0.5

0.9

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

緊急地震速報のチャイム音や放送を、

だまって静かに聞くことができたか

n=1865

n=1865

n=1861

n=1864

緊急地震速報を聞いた時、何をしたら

よいか自分で考えることができたか

安全に自分の身を守る行動が、

すばやくできたか

安全な場所に移動するとき、「おかし

もち」のルールを守ることができたか

とてもよくできた できた あまりよく
できなかった

できなかった

問１

問２

問３

問４

図11 児童による自己評価 

図10 児童による自己評価用のワークシート 

熊谷地方気象台 Ver.4

訓練をふりかえろう！

２．あなたは訓練がはじまったときに、どこにいましたか。

くんれん

くんれん

３．あなたはその時、どのように身を守りましたか。

１．自分にあてはまるところに○をつけましょう。
じ ぶん

① 緊急地震速報のチャイム音や放送を、だまって静かに聞くことができましたか。

② 緊急地震速報を聞いた時、何をしたらよいか自分で考えることができましたか。

③ 安全に自分の身を守る行動が、すばやくできましたか。

④ 安全な場所に移動するとき、「お・か・し・も・ち」のルールが守れましたか。

とてもよくできた できた あまりよくできなかった できなかった

年 組 名前（ ）
ねん くみ なまえ

ステップ３ 事後学習 指導案（20分）用

きんきゅうじしんそくほう おん ほうそう しず き

きんきゅうじしんそくほう き とき なに じぶん かんが

とてもよくできた できた あまりよくできなかった できなかった

あんぜん じぶん み まも こうどう

あんぜん ばしょ いどう まも

とてもよくできた できた あまりよくできなかった できなかった

とてもよくできた できた あまりよくできなかった できなかった

とき み まも
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もよくできた（76.9%），できた（20.3%）をあわせると

95%以上の児童が「安全に自分の身を守ることができた」

と回答していた．最後に 4「安全な場所に移動するときに，

『おかしもち』のルールを守ることができましたか」につ

いては，とてもよくできた（52.2%），できた（35.9%）を

あわせると 90%近くの児童が「移動時に『おかしもち』の

ルールを守ることができた」と回答していた．以上より，

本プログラムによって児童は学習目標を達成し，訓練時に

適切な行動が実施されていたことがわかった． 

この 4項目を学年別に見ると，学年ごとの自己評価に違

いが見られた．このような子どもたちの自己評価を基に，

学年に応じた指導が必要であり，指導案にも反映させる必

要があることがわかった． 

1「緊急地震速報のチャイム音や放送をだまって静かに

聞くことができたか」について学年別の自己評価を見ると，

「とてもよくできた」と「できた」を足すと，どの学年で

も 85%以上であり，全体的に「だまって静かに聞くことが

できた」と自己評価していた．ただ 6年生で「静かに聞く

ことができなかった」と自己評価をしていた子どもが

12.6%であり，他学年と比較して唯一 10%を超えていた．

そのため 6年生には訓練の意味や，バカにしたり恥ずかし

がって訓練に望まないように注意する必要性があること

が考えられる（図 12）． 

2「緊急地震速報を聞いた時，何をしたらよいか自分で

考えることができたか」について学年別の自己評価を見る

と，「とてもよくできた」と「できた」を足すと，どの学

年でも 90%以上であり，全体的に「何をしたらよいか自分

で考えることができた」と自己評価していた．ただ低学年

(1・2 年生)では「何をしたらよいか自分で考えることが

できなかった」児童が 9.0%(1 年生)，6.4%(2 年生)と，他

学年よりも多いことがわかった．そのため低学年に具体的

な行動について考えさせたり丁寧に教える工夫がより必

要であることが考えられる（図 13）． 

3「安全に自分の身を守る行動が，すばやくできたか」

について学年別の自己評価を見ると，「とてもよくできた」

と「できた」を足すとどの学年でも 95%以上であり，学年

に関係なく事前学習による学習目標が訓練で達成されて

いることが考えられる（図 14）． 

4「安全な場所に移動するときに『おかしもち』のルー

ルを守ることができたか」について学年別の自己評価を見

ると，「とてもよくできた」と「できた」を足すと，どの

学年でも 85%以上であり，全体的に「おかしもち」が守ら

れていると自己評価していた．なお１年生で「とてもよく

できた」と回答したのが 65.5%で他の学年よりも多く，1

年生は素直に教員の指示を聞いて行動している傾向が見

られた（図 15）． 

以上のように，本プログラムの実践を通した子どもたち

の自己評価（教育効果測定）においては，どの学年におい

ても学習目標や適切な行動が学習されていたことがわか

り，本プログラムの有効性を確認することができた．また

学年ごとに見ていくことで，学年ごとの自己評価の違いと

それに基づく指導のあり方にも配慮をする必要性がある

ことがわかった． 

このため，今回の教育効果測定の結果を踏まえ，改善点

を本プログラムの最新版に反映している．具体的には，6

年生について「静かに緊急地震速報のチャイム音を聞くこ

とができなかった」と自己評価する傾向があったために， 
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図13 問2「緊急地震速報を聞いた時，何をしたら 

よいか自分で考えることができたか」 

n=309

n=369

n=326

n=288

n=280

n=278
１年生

２年生

３年生

４年生

５年生

６年生

学年に関係なく

「おかしもちの

ルールを守るこ

とができた」とい

う児童が85%以

上

→１年生で「とて

もよくできた」が

65.5%で、1年生

は素直に教員の

指示を守った

とてもよくできた できた あまりよくできなかった できなかった

小学校

50.8

47.4

50.9

49.0

49.8

65.5

36.9

41.7

40.8

37.5

36.3

20.9

11.3

10.0

7.1

11.5

11.0

7.2

1.0

0.8

1.2

2.1

2.5

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図15 問4「安全な場所に移動するとき，『おかしもち』

のルールを守ることができたか」 
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図14 問3「安全に自分の身を守る行動が，すばやく

できたか」 
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図12 問1「緊急地震速報のチャイム音や放送 

を，だまって静かに聞くことができたか」
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6 年生には訓練の意味やバカにしたり恥ずかしがった

りして訓練に望まないように指導する必要がある．また，

低学年について「緊急地震速報のチャイム音を聞いたとき

に，何をしたらよいか自分で考えることができなかった」

と自己評価する傾向があったために，具体的行動について

考えさせたり丁寧に教えたりする必要がある．これらのこ

とについては，事前学習・指導案の特記事項に追記した． 

 

 

５．今後の展開 
 

本研究で開発した緊急地震速報訓練用指導プログラム

の実用化と，熊谷地方気象台と埼玉県教育委員会が連携し

た様々な学校現場への支援により，学校が独自に訓練・教

育する環境が整った．2012 年度末までに，埼玉県内の全

公立学校において緊急地震速報を利用した避難訓練が実

施され，埼玉県教育委員会が目標設定した訓練実施率

100%を達成した成果は非常に大きい． 

しかしながら，専門家の手を借りずに，学校が独自に訓

練・教育している学校においては，学校評価 PDCA サイク

ルによって指導方法の改善・充実を図ることが必要であり，

今後も機会を捉えて，緊急地震速報訓練用指導プログラム

を活用した教育・訓練の普及促進が必要である． 

また，緊急地震速報訓練用指導プログラムのバージョン

アップも必要であり，プログラムの実践を通した教育効果

測定による改善，教員が創意工夫して作成したプログラム

の共有化，沿岸部における津波避難も加えたプログラムバ

ージョンの開発など，より多くの学校現場で利用できるよ

うプログラムの充実を図り，緊急地震速報を用いた防災教

育・防災訓練の充実と定着を目指す． 

最後に，本論文は，熊谷地方気象台と埼玉県教育委員会

や埼玉県内の現場教員が連携し，児童生徒の「生きる力」

を高めるための防災教育の実践と効果的な連携のあり方

について論じた事例研究である．全国の学校現場において

も，緊急地震速報を用いた防災教育・防災訓練を実践する

ことができる参考事例でもある． 

気象庁では，全国の気象台が緊急地震速報を利用した避

難訓練の普及促進に取り組んでおり，教育機関と連携した

取組が全国へ拡大していくことを期待する． 

数年後の全国の学校現場において，緊急地震速報を用い

た防災教育・防災訓練が１つのスタンダードとなることを

目標に，今後も教育委員会や現場教員と連携した取組みを

積極的に進め，全国に向けて情報発信していきたい． 

今回紹介した緊急地震速報を利用した避難訓練の概要

や緊急地震速報訓練用指導プログラムは，すべて熊谷地方

気象台のホームページ「緊急地震速報を利用した避難訓

練」教育機関支援ページで公開しており，資料はホームペ

ージから自由にダウンロード可能である 20)． 
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